	性別を理由とする差別の禁止


（1） 募集・採用
· 男女双方に対する差別的取扱いを禁止しています。具体的には以下の内容です。
	1 募集又は採用に当たって、その対象から男女のいずれかを排除すること

2 募集又は採用に当たっての条件を男女で異なるものとすること

3 採用選考において、能力及び資質の有無等の判断方法や基準について男女で異なる取扱いをすること

4 募集又は採用に当たって男女のいずれかを優先すること
（例；人数設定）

5 求人の内容の説明等募集又は採用に係る情報の提供について、男女で異なる取扱いをすること


「男女均等な採用選考ルール」についてはこちらから！！
（2） 配置・昇進・降格・教育訓練
· 男女双方に対する差別的取扱いを禁止しています。具体的には以下の内容です。
なお、「配置」には業務の配分や権限の付与を含みます。
	1 一定の配置・昇進等に当たって、その対象から男女のいずれかを排除すること 

2 一定の配置・昇進等に当たっての条件を男女で異なるものとすること 

3 一定の職務への配置・昇進等に当たって、能力及び資質の有無等の判断方法や基準について男女で異なる取扱いをすること 

4 一定の職務への配置・昇進等に当たって、男女のいずれかを優先すること 

5 配置における業務の配分に当たって、男女で異なる取扱いをすること 

（例；①営業部門において、男性には外勤業務に従事させるが女性については当該業務から排除し、内勤業務のみに従事させること 

②男性には通常業務のみに従事させるが、女性には通常業務に加え、会議の庶務、お茶くみ、掃除当番等の雑務を行わせること） 

6 配置における権限の付与に当たって男女で異なる取扱いをすること 

（例；①男性には一定金額まで自己責任で買い付けできる権限を与えるが、女性には当該金額よりも低い金額までの権限しか与えないこと 

②営業部門において、男性には新規顧客開拓や商品提案の権限を与えるが、女性にはこれらの権限を与えず、既存の顧客や商品の販売をする権限しか与えないこと） 

7 配置転換に当たって男女で異なる取扱いをすることをすること


（3） 福利厚生
· 男女双方に対する差別的取扱いを禁止しています。具体的な福利厚生の措置は以下の5つです。
	1 住宅資金の貸し付け 

2 生活資金、教育資金その他労働者の福祉の増進のために行われる資金の貸し付け 

3 労働者の福祉の増進のために定期的に行われる金銭の給付（私的保険制度の補助や奨学金の支給など） 

4 労働者の資産形成のために行われる金銭の給付（社内預金に対する利子や持ち株援助制度における奨励金支給など） 

5 住宅の貸与募集又は採用に当たって、その対象から男女のいずれかを排除すること


（4） 職種・雇用形態の変更
	1 男女双方に対する差別的取扱いを禁止しています。具体的には以下の内容です。
2 職種・雇用形態の変更に当たって、その対象から男女のいずれかを排除すること 

3 職種・雇用形態の変更に当たっての条件を男女で異なるものとすること

（例；女性労働者についてのみ、婚姻又は子を有していることを理由として、有期契約労働者から正社員への登用の対象から排除すること。） 

4 一定の職種・雇用形態への変更に当たって、能力及び資質の有無等の判断方法や基準について男女で異なる取扱いをすること 

5 職種・雇用形態の変更に当たって男女のいずれかを優先すること 

6 職種・雇用形態の変更について、男女で異なる取扱いをすること 

（例；女性労働者についてのみ、一定の年齢に達したこと、婚姻又は子を有していることを理由として、正社員から賃金その他の労働条件が劣るパートタイム労働者への雇用形態変更の勧奨対象とすること。） 


（5） 退職勧奨・定年・解雇・労働契約の更新
· 男女双方に対する差別的取扱いを禁止しています。具体的には以下の内容です。
	1 退職の勧奨・解雇・労働契約の更新に当たって、その対象を男女のいずれかのみとすること 

2 退職の勧奨・解雇・労働契約の更新に当たっての条件を男女で異なるものとすること 

（例；女性労働者に対してのみ、子を有していることを理由として、退職の勧奨をすること。経営の合理化に際して、既婚の女性労働者に対してのみ、退職の勧奨をすること。） 

3 退職の勧奨・解雇・労働契約の更新に当たって、能力及び資質の有無等を判断する場合に、その方法や基準について男女で異なる取扱いをすること 

4 退職の勧奨・解雇・労働契約の更新に当たって男女のいずれかを優先すること職種・雇用形態の変更に当たって、その対象から男女のいずれかを排除すること 


（6） 法違反とならない場合について
1 募集・採用、配置・昇進・教育訓練、職種・雇用形態の変更に関し、「一の雇用管理区分における女性労働者が男性労働者と比較して相当程度少ない（＝女性が4割を下回っている）場合」に女性に有利な取扱いをすることは、「ポジティブ・アクション」として、法違反となりません。 

2 募集・採用、配置・昇進に関して、次のＡ～Ｅに該当する場合については、男女異なる取扱いをすることに合理的な理由があるものと認められ、法違反となりません。
	A 芸術・芸能の分野における表現の真実性等の要請から必要がある職務 

B 守衛、警備員等のうち防犯上の要請から必要がある職務
C Ａ、Ｂの他、宗教上、風紀上、スポーツにおける協議の性質上その他の業務の性質上必要性がある職務 

D 労働基準法又は保健師助産師看護師法により男性の就業が制限されている場合 

E 風俗、風習等の相違により男女のいずれかが能力を発揮しがたい海外での勤務が必要な場合その他特別の事情により均等な取扱いが困難であるとみとめられる場合。


